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平成１３年２月期　　　　決 算 短 信（連結）　　　　　　　　　平成13年4月 19日

上 場 会 社 名　　株式会社　　髙　島　屋　　　　　　　　　　　　　　上場取引所　　　　大・東

コ ー ド 番 号　　８２３３                                　　　　　本社所在都道府県　大阪府

問 合 せ 先    責任者役職名    取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　　　      氏        名　　本  多　  恭  晴　　　　　　　　  ＴＥＬ  06－6631－1101

決算取締役会開催日　平成13年4月19日

１． 13年2月期の連結業績（平成12年3月1日～平成13年2月28日）

（１）連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営 業 利 益        経 常 利 益        

13年2月期

12年2月期

　　　　　　百万円　　　％
  １,１９２,２１１  △ 0.1

〔１,１５７,３６３  △ 0.3〕
　１,１９３,９３９  △ 2.5
〔１,１６０,６９６  △ 2.4〕

　　　　　　百万円　　　％
　　　 １９,９００　  46.5

　　   １３,５８３　  18.5

　　　　　　百万円　　　％
　　　 １８,６１０　　 18.3

　　   １５,７２７ 　  63.5

当 期 純 利 益        
1 株 当 た り
当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

株主資本
当 期 純 利 益 率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経 常 利 益 率

13年2月期
12年2月期

百万円　　％

　　８,３２３ 　 29.4
　　６,４３０    36.9

　円　銭

２７．６５

 ２１．１６

　円　銭

―

―

％

　３．８

　３．１

％

　２．１

　１．８

％

　１．６

　１．４

(注) ① 持分法投資損益　　13年2月期　1,068百万円  　12年2月期　△ 853百万円

②有価証券の評価損益  25,669百万円　  　ﾃ゙ ﾘﾊ゙ ﾃｨﾌ゙ 取引の評価損益　　677百万円

③会計処理の方法の変更　　有・◯無

④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産        株 主 資 本        株主資本比率        １株当たり株主資本        

13年2月期
12年2月期

百万円

    ８８２,１２８
    ８７３,６８４

百万円

    ２３１,２０６
    ２０９,４９６

％

　　　　２６．２
　　　　２４．０

円　　銭

       ７６１．３５
   　　７２２．２９

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による         

キャッシュ・フロー         

投資活動による         

キャッシュ・フロー         

財務活動による         

キャッシュ・フロー         

現金及び現金同等物         

期 末 残 高         

13年2月期

12年2月期

百万円
      ２７，９８１

         　　 ―

百万円
　 △　 ４，０２４

         　　　―

百万円
   △　２３，４７０

        　　　 ―

百万円
   　 ４１，８７５

         　　　―

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　連結子会社数　　３１社　　　持分法適用関連会社数　１１社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　連結  (新規)　　２社　　（除外）　５社　 　持分法  (新規)　　０社　　　（除外）　　１社

２．14年2月期の連結業績予想（平成13年3月 1日～平成14年2月28日)

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
経 常 利 益        当 期 純 利 益        

中 間 期     

通  期     

　　　　　　百万円　　　％
 　　５７６,０００　△ 1.2

〔 　５５９,０００　△ 1.2〕
  １,１９５,０００　　 0.2
〔１,１５８,０００　　 0.1〕

百万円　　　　％
　　  ６,６００　　△ 13.9

　　      
    １９,０００　　　  2.1

百万円　　　％
    △   ５２,０００　　―

　  △   ５２,０００    ―

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期) △ 172円74銭
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【企業集団の状況】

　(1)企業集団の概要は、次のとおりであります。

　当社の企業集団は、当社と子会社65社及び関連会社22社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融・リース業等の関連会社を営んでおります。

　当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。

①　百貨店業（専門店、スーパー、飲食業を含む。）

　　当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社12社及び関連会社4社で構成し、商品の供

給、商品券等の共通取扱を行っております。

②　建装事業

　　　 当社、連結子会社の㈱髙島屋工作所等の子会社7社及び関連会社1社で構成し、内装工事の受注・施工を行

っております。

　　 ③　不動産業

       　連結子会社の髙栄不動産㈱等の子会社10社及び関連会社 6社で構成し、当社グループの不動産管理とショ

ッピングセンター等の運営を行っております。

　　 ④　金融・リース業

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社4社で構成し、グループ各社と金融・リース業を行っておりま

す。

     ⑤　自動車内装品製造業

　　　   連結子会社の髙島屋日発工業㈱等の子会社8社及び関連会社1社で構成し、自動車のシート等内装品の製造

を行っております。

     ⑥　その他事業

　　　　 連結子会社の髙島屋商事㈱等の子会社7社及び関連会社4社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。

　　　   連結子会社の㈱タップ等の子会社2社は衣料品の製造・加工業、関連会社2社は雑貨等の製造業を営み百貨

店各社に商品の供給を行っております。

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱タフ等子会社4社は運送業を

行っております。

         連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋等子会社3社及び関連会社2社はレジャー 関連業を行っております。

　　　 　当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社6社及び関連会社2社は、通信販売事業そ

の他を行っております。
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　　（2）グループ事業系統図

商
品
供
給

宣
伝
業
務
委
託

クレジットｶー ﾄ゙発行及びﾘー ｽ契約

不
動
産
賃
貸

店
舗
内
装
　
工
事
委
託

　㈱髙島屋建装事業本部

　㈱髙島屋工作所

　ユタカ建設工業㈱

☆グリーン化成㈱

☆㈱タック

☆㈱ﾃｨｰｹｲﾌｧﾆﾁｭｱｰ

☆㈱丸髙工務店

　 ﾀｶｼﾏﾔ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･INC

○ﾀｶｼﾏﾔ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)CO.,LTD

建装事業

　髙栄不動産㈱

　東神開発㈱

　髙栄開発㈱

※ ㈱パンジョ

☆タカサン㈱

☆ﾄｰｼﾝﾋﾟｰｱﾝﾄﾞｼｰ研究所㈱

○㈱オーガスタ

○ビッグステップ㈱

○ﾅﾄｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍ゙ﾆｭー ･CORP.

　ﾛﾃ゙ｵﾄ゙ﾗｲﾌ゙･ﾌ゚ﾛﾊ゚ﾃｨー ｽ゙･INC.
※ ﾆｰｱﾝ ﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌﾟﾗｲｽ･゙LTD.
☆ﾀｶﾆﾁ-USA,INC.
☆ﾄー ｼﾝﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

                      PTE.,LTD
○ﾀｶﾆﾁ ﾗﾝﾄ゙ﾎー ﾙﾃ゙ｨﾝｸ゙  CORP.

不動産業

　髙島屋クレジット㈱

　髙栄商事㈱

☆㈱東神ジェネラルクリエイト

　ﾀｶｼﾏﾔ・ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･B.V.

金融・ﾘー ｽ業

　髙島屋日発工業㈱

☆ファミック㈱

☆タカテック㈱

☆ﾀｶﾆﾁ ﾌｨﾘﾋ゚ﾝ･CORP

☆ﾀｶﾆﾁ ﾍﾞﾄﾅﾑ ｶﾝﾊﾟﾆ  ー LTD.
☆ﾀｶﾆﾁ ｵー ﾄﾓﾃｨﾌ゙  ｲﾁﾄ゙ｼｪﾒﾊﾟﾙﾁｬﾗﾙ

　　　　　　　　　ｻﾅｲｳ゙ｪﾃｨｼ゙ｬﾚｯﾄ A.S.
☆昆山髙日汽車内飾件有限公司
☆ﾄｰﾀﾙ ｲﾝﾃﾘｱ ｼｽﾃﾑｽ ゙ｱﾒﾘｶ INC

○ﾀｲ ｵ ﾄーﾓﾃｨﾌ゙  ｼー ﾃｨﾝｸ゙  
　　　　　　　　　ｱﾝﾄ゙  ｲﾝﾃﾘｱCO.,LTD

自動車内装品製造業

連結財務諸表提出会社

㈱髙島屋
　

　㈱髙島屋友の会

　㈱ファッションプラザ２１

　㈱髙島屋サンローゼ

　㈱髙島屋ストア

　㈱アール・ティー・コーポレーション

※㈱新南海ストア

※㈱京王百貨店

※㈱ジェイアール東海髙島屋

☆㈱ナチュラルライフ

百　貨　店　業 その他事業

　（卸売事業）

　髙島屋商事㈱

　㈱グルメール

　㈱日本クラフト

　㈱ローザ

※㈱ロジエ

☆台北髙島屋国際股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･PTY.,LTD

☆エステイ CO.,LTD

○㈱ｼﾞｮｰｼ ゙ ｼｪ゙ﾝｾﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

○S.A.ルロア

（衣料品、雑貨他製造・加工業）

　㈱タップ

※髙成㈱

☆P.T ﾅｳﾙ･ﾆｯﾃｨﾝｸﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

○P.T ﾄﾘｾﾝﾀ ｲﾝﾃﾘｱ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸ゙

（広告宣伝業）

　㈱エー・ティ・エー

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄﾞﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸ&゙

　　　　     ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD

（運送業）

　㈱タフ

　㈱髙島屋物流ｻー ﾋ゙ｽ

☆㈱ワイ・ティー・エス

☆ﾀｶﾆﾁ　ﾄﾗﾝｽﾎﾟー ﾄ㈱

　

（その他）

　㈱髙島屋通信販売事業本部

　㈱センチュリーアンドカンパニー

　㈱ホテルシーガル髙島屋

　髙島屋ビルメンテナンス㈱

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ

※㈱関西ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

※㈱公楽会館

☆㈱関東ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

☆㈱ティーケイビジネス

☆ﾃｨｰｽ ゙ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

☆たまがわ生活文化研究所㈱

☆クリエイトスタッフ㈱

☆タカニチアイシステム㈱

○ディーエイチシー新宿㈱

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等

(注)無印…連結子会社

※ ……・持分法適用関連会社

☆ ……・非連結子会社

　　〇……・持分法非適用関連会社

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ　 LTD.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ・　INC.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭー ﾖー ｸ･　INC.

※大葉髙島屋百貨股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｲﾀﾘｱ･S.P.A

☆ ﾀｶｼﾏﾔ･ﾘﾃｰﾘﾝｸﾞ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･

                     PTY.LTD. 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物
流
業
務
委
託
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【経営方針】

１． 会社の経営の基本方針

　当社グループは、新たな成長を目指し「髙島屋グループ　第３次中期経営計画（平成１３年度～１５年度）」を本

年３月からスタートいたしました。

　この中期経営計画を策定するにあたり、当社グループの経営の基本姿勢を「公正で透明な経営を行い、社会に誇れ

魅力ある企業グループを実現すること」といたしました。そのためにコーポレートガバナンスの強化を目指し、経営

機構の見直しを検討するとともに、ＩＲ活動を強化し、情報開示を推進してまいります。環境保全活動についても、

省エネ・省資源・リサイクルの促進などへの取組みを積極的に実施してまいります。

　また、当社グループの目指す方向を「上質生活の実現をサポートする小売企業グループ」とし、百貨店事業を核と

してグループの力を結集し、上質を求める生活者にすぐれた商品・情報・サービスを最適な形で編集する小売企業グ

ループの実現に取り組んでまいります。

２． 会社の利益配分に関する基本方針

　当社は当期及び将来の業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、将来に備え経営基盤を強化することにより、

安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしております。

　この考え方を踏まえ、利益配分については１株につき中間配当金３円７５銭、年間配当金７円５０銭を基本に安定

配当として継続してまいりたいと考えております。

　内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。

　　　　　

３． 中長期的な会社の経営戦略

「第3次中期経営計画」における基本的な経営戦略と主な取り組みは、以下の通りであります。

① 百貨店事業の強化

　収益基盤である大型店の営業力強化を目指し経営資源を優先的に投入するとともに、顧客情報システムを活用し効

果的な販売促進策を実施します。また、組織改正による商品開発力、商品調達力を発揮し髙島屋ブランド商品を強化

するとともに、売場の自主編集による店舗の特徴化促進などを着実に進めてまいります。

② グループ経営の強化

　グループの経営資源を適正に配分し、最大の成果を得るために、グループ組織を整備し、経営管理の強化を図りま

す。そのため、グループ本社化を進め、グループ全体の業務支援機能の再整備を実施し、グループ経営の一元化と、

グループ全体の管理コストの削減を目指します。

　また、グループ各社が各事業分野において事業基盤を確立し、市場競争力を高めることを目指し、事業分野毎の集

約・再編を積極的に実施してまいります。加えて中核事業である百貨店事業と、商品事業・商業ディベロッパー事業

の連携強化に向けた仕組みづくりを行い、グループ収益力の向上に繋げてまいります。
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③ 経営基盤の強化

　グループ総資産の圧縮と有利子負債の削減に向けて、キャッシュフローの一元管理によるグループファイナンス体

制の確立を推進し、資産効率の低い資産の売却と回収した資金の有利子負債返済への充当を行います。また、投資は

キャッシュフローの範囲内とし効果的な投資を実施します。投資内容は、大型店を中心とする百貨店事業の営業力強

化を目的とするものを優先的に行います。

　一方、売上高営業費比率を低減するため、人件費の変動費化による総額抑制、同業他社との共同化による物流コス

トや用度品などの調達コストの削減、施設の有効活用による賃借物件の返却、等を実施しローコスト経営を継続して

まいります。

４． 目標とする経営指標

　平成１５年を最終年度とする「第３次中期経営計画」の経営目標は、以下の通りであります。

　　・連結売上高　　　　　　　１兆２千億円

　　・連結経常利益　　　　　　　２７５億円

　　・連結総資本経常利益率　　　３．２％

　　・連結有利子負債削減額　  　３２０億円
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【経営成績】

１．業績の概要

　当期におけるわが国経済は、設備投資を中心に自律的回復に向けた動きが見られ、平成１１年度と同様に、緩やか

な改善状況が続きました。しかしながら、倒産件数の増加や株価の下落、依然厳しさが続く雇用情勢など先行きに対

する不安感から、個人消費は低調なまま推移し、全体としては景気の回復感に乏しい展開となりました。

　百貨店業界におきましては、所得の伸び悩みや雇用不安などによる消費低迷の長期化に加え、業態間競争の激化に

より全国百貨店売上高は４年連続して前年実績を下回る厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況の下、百貨店各社は、営業日数の増加や店舗改装の実施などに取り組む一方、人員の見直し、既存

店舗の業態転換、不採算店舗の閉鎖など、引き続き経営改善に向けた諸対策を実施いたしました。

　当社グループにおきましては、第２次中期経営計画の最終年度にあたり「収益構造の改革」と「企業体質の強化」

に向け、中核事業である百貨店事業に改装投資、宣伝費、人員等を重点的に配分し、店舗の営業力強化に努めました。

また、資産効率改善のため保有資産や賃借不動産の見直しを図るとともに、コスト削減に向け同業他社との後方業務

の一部共同化を図るなど、経営の効率化に取り組みました。

　以上のような営業諸施策を積極的に進めたものの、売上高は１，１９２，２１１百万円（前年同期比０．１％減）

となりました。一方、業務の合理化と諸経費の削減に努めたことで、販管費および一般管理費を抑制することができ、

経常利益は１８，６１０百万円（前年同期比１８．３％増）となりました。また特別利益として土地売却益等、特別

損失として固定資産除却損等を計上いたしました結果、当期純利益は８，３２３百万円（前年同期比２９．４％増）

となりました。

(注)上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

２．キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末の、現金及び現金同等物は４１,８７５百万円となっており、前連結会計年度に比べ１,６６１百万

円増加しておりますが、この内新規に連結した子会社の期首残高が９４４百万円影響しているため実質的には７１６

百万円の増加となります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、主に税金等調整前当期純利益１５,６３０百万円と減価償却費１６,１２７百

万円、たな卸資産の減少２,１４３百万円等により、２７,９８１百万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産、有価証券の取得等による支出合計３３,２３６百万円に対し、有

価証券、投資有価証券の売却等により２９,２１１百万円の収入があり、差引き４,０２４百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、一年内償還予定社債の償還による支出３５,７２７百万円、短期借入金（コ

マーシャルペーパーを含む）の純減少額１８,７１４百万円、社債の発行による収入３０,０００百万円、配当金の支払

い２,２１６百万円等の合計で２３,４７０百万円の支出となりました。

　（注）当連結会計年度から連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、各活動におけるキャッシュ・フロ

ーについての前年対比は行っておりません。
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３．セグメント別の業績

＜百貨店業＞

　百貨店業では、お客様の堅実な消費指向に対応した商品開発や品揃えに力を注ぎ、紳士服の新ブランド「ラフィネ

ール　アッシュ」の導入をはじめ髙島屋ブランドの強化やお取引先と共同開発した当社独自商品「Ｔ－own」の拡充

と話題商品の取り入れを推し進めました。立川店・港南台店では全館の改装を、堺店・米子店・玉川店では食料品フ

ロアの改装を行う一方、お買物相談等のコンシェルジェ機能を持つローズデスクの充実や専門的資格を持つ販売のス

ペシャリストの増員など、コンサルティングサービスの向上に努めるとともに、快適で楽しい売場づくりに取り組み

ました。また、お客様の利便性を高めるため、営業日数の増加や営業時間の延長を行いました。さらに、創業１７０

周年を記念した美術展「２１世紀劈頭展」を大阪・京都・東京・横浜の各店で開催するとともに、テレビＣＭを使っ

た大型販促キャンペーンを全店で展開しご来店促進に努めました。

　また、営業力と企業体質の強化を目的として、平成１３年２月に飲食事業会社３社〔㈱レストラン髙島屋、㈱レス

トラン髙島屋関西、髙潮食品㈱〕及び、専門店事業会社２社〔㈱ファッションプラザ、㈱ゴールデンローズ〕の合併

を行いました。

　以上の結果、売上高は９７５，６５５百万円、営業利益は８，１２１百万円となりました。

＜建装事業＞

建装事業では、長引く建設需要の低迷により受注額は大幅に落ち込みましたが、スリムな組織・要員体

制への移行、アウトソーシング活用による営業効率の向上を図り、営業利益面で改善いたしました。特に

㈱髙島屋工作所では、ジェイアール東海髙島屋などからの受注の増加により、増収増益となりました。

この結果、売上高は４５，５５７百万円、営業利益は３９８百万円となりました。

＜不動産業＞

不動産業におきましては、国内では基幹会社である東神開発㈱が、シンガポール・ショッピングセンタ

ーの売上好調と柏ステーションモールのテナント入れ替えによる家賃収入増により増収増益となりまし

たが、髙栄不動産㈱が、決算期変更（２月→１２月）による１０ヶ月決算により減収減益となりました。

一方海外では、タカシマヤ・フィフスアベニュー・CORP などが家賃収入の増により、好調に推移しました。

この結果、売上高は１３，０８７百万円、営業利益は５，４５１百万円となりました。

＜金融・リース業＞

金融・リース業におきましては、髙島屋クレジット㈱が新規会員獲得に苦戦したものの、カード使用増

による手数料収入増により営業収入が伸びました。また、カード不正使用関連経費が大幅に減少したため、

大幅な増益となりました。

この結果、売上高は７，８８７百万円、営業利益は２，２０３百万円となりました。

＜自動車内装品製造業＞

自動車内装品製造業におきましては、髙島屋日発工業㈱が注文先企業の新車投入効果などで国内自動車

販売が好調なことにより、売上高で９０，８１９百万円、営業利益で２，９４０百万円と、増収増益とな

りました。

＜その他事業＞

　通信販売事業では、主力の会員組織であるハイランドクラブ会員数の拡大や髙島屋クレジットカード会員への販売

促進を積極的に進め、商品別では家庭用品・寝具、食料品が堅調に推移しましたが主力のファッション関連商品が低

迷し、売上高は前年実績を下回りました。このような状況の下、継続的な営業費の削減を行い減収増益となりました。

物流事業では、他社荷物の積極的受注と引越し・宅配・メール事業など新たな事業への積極的取り組み

と、百貨店・法人外商の物流業務の新規受託（内注化拡大）により増収となりましたが、営業費などの支

出増により減益となりました。
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４．次期の見通し

　次期の景況につきましては、米国・アジア経済の景気減速や昨年来の株価の下落、長期化する個人消費の低迷など、

その回復力は力強さに欠けており、経営環境は依然として厳しい状況が続くものと思われます。

 　百貨店業については、創業１７０周年記念催「百華祭」や海外催を全店で 開催し、ご来店促進に努める一方、収益

基盤である大型店の営業力強化を目指し経営資源の優先的投入や顧客情報システムを活用し効果的な販売促進策を実

施します。また、商品開発力、商品調達力を活かし髙島屋ブランド商品を強化するとともに、店舗特徴化を促進する売

場の構築などを着実に進めてまいります。

　建装事業では、より一層経営効率と市場競争力を高めるため、本年９月、髙島屋建装事業本部の営業を１００％子

会社の株式会社髙島屋工作所に譲渡する予定であります。

　不動産業では、東神開発㈱がディベロッパーとして玉川髙島屋ショッピングセンター、柏ステーションモールの地

域競争力強化に取り組むとともに、そのノウハウを生かしてグループの開発計画に参画し、特に百貨店事業との連携

を強化しシナジー効果の発揮に努めます。

　金融・リース業においては、カードショッピング・融資・保険など各々の事業の基盤強化と、相乗効果

を活かした事業拡大を図ってまいります。

　自動車内装品製造業では、工場の生産体制を整備し、注文企業先からの受注の拡大に努めます。

　以上のような事業活動によりまして、次期の連結売上高は１１，９５０億円、経常利益は１９０億円、

また退職給付債務の積立不足額を一括償却することにより当期純損失を５２０億円見込んでおります。

(注)上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

　５．退職給付に係る会計基準への対応

　平成１４年２月期より新しい「退職給付に係る会計基準」が適用されますが、当社グループの平成１３年２月２８

日現在における状況は以下の通りです。

　　　　　退職給付債務　　　　　　　　　２，４０８億円　　　　（割引率３．５％で試算）

　　　　　年金資産残高　　　　　　　　　１，２７７億円

　　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　２５４億円

　　　　　積立不足額　　　　　　　　　　　　８７５億円

積立不足額につきましては、初年度にて一括償却いたします。
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比　較　連　結　貸　借　対　照　表

                                                                             （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当連結会計年度

（１３．２．２８）

前連結会計年度

（１２．２．２９）

増　減　高

（△）

（資産の部）        

流 動 資 産        ２５５，０５８ ２４５，２３０ ９，８２８

　　現 金 及 び 預 金          ４４，８２５ ４５，９７９ △　　　　１，１５３

　　受取手形及び売掛金          １０５，５２６ １０５，０４３ ４８３

　　有 価 証 券          １４，９２０ ７，１１９ ７，８００

　　た な 卸 資 産          ５８，９９２ ６０，５９５ △　　　　１，６０２

　　短 期 貸 付 金          １，５０１ １，０３３ ４６８

　　繰 延 税 金 資 産          ２，３７９ ３，９６４ △　　　　１，５８５

　　そ の 他          ２９，３５０ ２３，４３２ ５，９１７

　　貸 倒 引 当 金          △　　　　２，４３９ △　　　　１，９３９ △　　　　　　５００

固 定 資 産        ６２７，０７０ ６２５，２８３ 　　　　１，７８６

有形固定資産        ３０８，４７１ ２９０，７４４ １７，７２７

　　建 物 及 び 構 築 物          １３０，１２５ １３３，１２０ △　　　　２，９９４

　　機械装置及び運搬具          ４，８７４ ４，３１１ ５６３

　　器 具 及 び 備 品          ２０，３３２ １１，１５０ ９，１８２

　　土 地          １５３，０４６ １４２，１２２ １０，９２４

　　建 設 仮 勘 定          ９２ ３９ ５２

無形固定資産        １６，３７１ １３，６４４ ２，７２６

　　借 地 権          ６，９９３ ６，９５８ ３４

　　連 結 調 整 勘 定          ４，１５２ ３，０４４ １，１０７

　　そ の 他          ５，２２６ ３，６４１ １，５８４

投資その他の資産 ３０２，２２６ ３２０，８９４ △　　　１８，６６８

　　投 資 有 価 証 券          ８２，０２３ ９８，６０１ △　　　１６，５７７

　　長 期 貸 付 金          ８５，１７８ ８２，００９ ３，１６９

　　長 期 保 証 金          １２５，９１２ １２９，５３４ △　　　　３，６２１

　　繰 延 税 金 資 産          　　　　３，５５１ １，９０８ 　　　　１，６４３

　　そ の 他          ９，５９７ １２，３３４ △　　　　２，７３６

　　貸 倒 引 当 金          △　　　　４，０３９ △　　　３，４９３ △　    　　　５４５

為替換算調整勘定 ─ ３，１７１ △　　　　３，１７１

資 産 合 計        ８８２，１２８ ８７３，６８４ ８，４４３
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（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　期　別

科　目

当連結会計年度

（１３．２．２８）

前連結会計年度

（１２．２．２９）

増　減　高

（△）

（負債の部）        

流 動 負 債        ３７９，２４１ ４０８，８７３ △　　　２９，６３１

　　支払手形及び買掛金          １１１，７４８ １１３，１９３ △　　　　１，４４５

　　短 期 借 入 金          ６８，６５４ ７６，０００ △　　　　７，３４５

　　社債（１年以内償還）          ３０，５７２ ３５，０１５ △　　　　４，４４２

　　未 払 法 人 税 等          ２，１０１ ４，４３３ △　　　　２，３３１

　　未 払 消 費 税 等          ２，１１９ ２，６５３ △　　　　　　５３４

　　未 払 費 用          ８，７００ ９，６１６ △　　　　　　９１５

　　前 受 金          ５１，４０８ ４８，２２０ ３，１８８

　　商 品 券          ４２，５６０ ４１，６５７ ９０３

　　預 り 金          ２４，４７９ ２５，１４３ △　　　　　　６６３

　　繰 延 税 金 負 債          １８ ２８０ △　　　　　　２６１

　　そ の 他          ３６，８７５ ５２，６５８ △　　　１５，７８３

固 定 負 債        ２６３，１１７ ２３８，４８９ ２４，６２７

　　社 債          ４５，７３５ ４５，５８８ １４６

　　長 期 借 入 金          １４７，９４３ １３０，２０４ １７，７３８

　　退 職 給 与 引 当 金          ２６，３３９ ２３，７７７ ２，５６２

　　持分法適用に伴う負債 １４７ ８３２ △　　　　　　６８５

　　繰 延 税 金 負 債          　　　　５，３１１ ３，３５３ 　　　　１，９５８

　　再評価に係る繰延税金負債          ３，６０７ ― ３，６０７

　　そ の 他          ３４，０３２ ３４，７３２ △　　　　　　７００

負 債 合 計        ６４２，３５９ ６４７，３６２ △　　　　５，００３

　　　（少数株主持分）

少数株主持分        ８，５６２ １６，８２５ △　　　　８，２６２

（資本の部）        

資 本 金          ３８，８４５ ３８，８４５ ─

資 本 準 備 金          ２７，０８５ ２７，０８５ ─

再 評 価 差 額 金         ４，９８１ ― ４，９８１

連 結 剰 余 金         １６２，７９８ １５５，４０２ ７，３９５

為替換算調整勘定          △　　　　１，６１１ ― △　　　　１，６１１

自 己 株 式          △　　　　　　６３５ △　　　１１，８３７ １１，２０２

子会社の所有する親会社株式 △　　　　　　２５７ ─ △　　　　　　２５７

　資 本 合 計        ２３１，２０６ ２０９，４９６ ２１，７０９

負債、少数株主持分及び資本合計 ８８２，１２８ ８７３，６８４ ８，４４３
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比　較　連　結　損　益　計　算　書

（単位　百万円）

期　別

科　目

当連結会計年度

(12.3.1～13.2.28）

前連結会計年度

(11.3.1～12.2.29）

増　減　高

（△）

増減率

％

売 上 高          １，１５７，３６３ １，１６０，６９６ △　３，３３２ △　　０．３

売 上 原 価          ８８２，０００ ８８０，７９２ １，２０８ ０．１

　　売 上 総 利 益           ２７５，３６２ ２７９，９０４ △　４，５４１ △    １．６

その他の営業収入          ３４，８４７ ３３，２４３ １，６０４ ４．８

販売費及び一般管理費 ２９０，３１０ ２９９，５６４ △　９，２５４ △    ３．１

　　　　営 業 利 益           １９，９００ １３，５８３ ６，３１６ ４６．５

　　　受 取 利 息 ・ 配 当 金           ２，７４３ ３，４１３ △　　　６７０ △　１９．６

　　　持分法による投資利益           １，０６８ ― １，０６８ ―

　　　そ の 他 営 業 外 収 益           ７，００９ ９，６７２ △　２，６６２ △　２７．５

　　営業外収益計        １０，８２１ １３，０８６ △　２，２６４ △　１７．３

　　　支 払 利 息           ６，６９０ ６，１２３ ５６６ ９．３

　　　持分法による投資損失 ─ ８５３ △　　　８５３ ─

　　　そ の 他 営 業 外 費 用           ５，４２０ ３，９６４ １，４５６ ３６．７

　　営業外費用計        １２，１１１ １０，９４１ １，１６９ １０．７

　　　　経 常 利 益           １８，６１０ １５，７２７ ２，８８２ １８．３

特 別 利 益          ２，８００ １５，０２０ △１２，２１９ △　８１．４

特 別 損 失          ５，７８１ １６，５２０ △１０，７３９ △　６５．０

       税金等調整前当期純利益 １５，６３０ １４，２２７ １，４０２ ９．９

法人税、住民税及び事業税 ４，１５０ ７，１８３ △　３，０３２ △　４２．２

過年度法人税、住民税及び事業税 ５４７ ─ ５４７ ─

法 人 税 等 調 整 額            １，１８８ △　　　　　５３ １，２４２ ─

少 数 株 主 利 益            １，４１９ ６６６ ７５２ １１２．８

　　　　当 期 純 利 益           ８，３２３ ６，４３０ １，８９２ ２９．４



－ 12 －

比　較　連　結　剰　余　金　計　算　書

                                                                                          （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当連結会計年度

(12.3.1～13.2.28)

前連結会計年度

(11.3.1～12.2.29)

増　減　高

（△）

連結剰余金期首残高 １５５，４０２ １５１，６５５ ３，７４７

　連結（その他の）剰余金期首残高                 １５５，４０２ １４５，０３３ １０，３６９

　利 益 準 備 金 期 首 残 高                 ― ５，４２１ △　５，４２１

　過 年 度 税 効 果 調 整 額                   ― １，２００ △　１，２００

連結剰余金増加高         １，５５４ ― １，５５４

　連結子会社持分割合変更に伴う増加額                   ８６５ ― ８６５

　土地再評価に係る未実現利益の修正額                   ６１９ ― ６１９

　連 結 子 会 社 合 併 に 伴 う 増 加 額                 ６８ ― ６８

連結剰余金減少高         ２，４８２ ２，６８３ △　　　２０１

　配 当 金                   ２，２１６ ２，２８７ △　　　　７１

　役 員 賞 与                   ９８ １０６ △　　　　　７

　連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 減 少 額                   １５８ ２８８ △　　　１３０

　連 結 子 会 社 減 少 に 伴 う 減 少 額                 ８ ― ８

当 期 純 利 益               ８，３２３ ６，４３０ １，８９２

連結剰余金期末残高 １６２，７９８ １５５，４０２ ７，３９５
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連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

科　　目

当連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益                   

減 価 償 却 費                   

連 結 調 整 勘 定 償 却 額                   

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額                   

退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額                   

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   

支 払 利 息                   

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   

有 形 固 定 資 産 売 却 益                   

有 形 固 定 資 産 除 却 損                   

有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 売 却 益                   

投 資 有 価 証 券 評 価 損                   

売 上 債 権 の 減 少 額                   

た な 卸 資 産 の 減 少 額                   

仕 入 債 務 の 減 少 額                   

役 員 賞 与 の 支 払 額                   

その他営業活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ                   

小    計             

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                   

利 息 の 支 払 額                   

法 人 税 等 の 支 払 額                   

１５，６３０

１６，１２７

７９６

２７２

２，２４３

△　　　　２，７４３

６，６９０

△　　　　１，０６８

△　　　　　　８５２

２，２７５

△　　　　１，９８３

７１４

６５６

２，１４３

△　　　　２，９３５

△　　　　　　　９８

１０２

３７，９７０

３，３９９

△　　　　６，５３１

△　　　　６，８５７

営業活動によるキャッシュ・フロー ２７，９８１

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                   

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                   

有価証券・投資有価証券の取得による支出

有価証券・投資有価証券の売却による収入

有形・無形固定資産の取得による支出                   

有形・無形固定資産の売却による収入                   

短 期 貸 付 金 の 純 貸 付 額                   

長 期 貸 付 に よ る 支 出                   

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                   

その他投資活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ                   

△　　　　３，６５５

６，９１７

△　　　　５，５３７

１８，１６９

△　　　１８，６８４

２，５７１

△　　　　　　　４０

△　　　　５，２４８

１，５５２

△　　　　　　　７０

投資活動によるキャッシュ・フロー △　　　　４，０２４

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額                   

長 期 借 入 れ に よ る 収 入                 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                   

社 債 の 発 行 に よ る 収 入                   

社 債 の 償 還 に よ る 支 出                   

配 当 金 の 支 払 額                   

その他財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ                   

△　　　１８，７１４

２９，９９０

△　　　２７，１５６

３０，０００

△　　　３５，７２７

△　　　　２，２１６

３５４

財務活動によるキャッシュ・フロー △　　　２３，４７０

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                    ２２９

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額                    ７１６

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                    ４０，２１３

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ９４４

Ⅷ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高                    ４１，８７５
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社      　　　　３１社（㈱髙島屋工作所、髙栄不動産㈱、東神開発㈱、髙島屋日発工業㈱

　　　　　　　　　　　　　　髙島屋商事㈱他）

非連結子会社　　　　３４社

　髙栄商事㈱、ユタカ建設工業㈱は、財務諸表等規則の改正による支配力基準の適用及び重要性の観点から当連

結会計年度より連結子会社としました。なお、ユタカ建設工業㈱は、前連結会計年度まで持分法を適用しており

ました。

　㈱ゴールデンローズと㈱ファッションプラザは、㈱ファッションプラザを存続会社として当連結会計年度中に

合併し、社名を㈱ファッションプラザ２１と変更しました。また、㈱レストラン髙島屋関西、㈱レストラン髙島

屋と髙潮食品㈱は、㈱レストラン髙島屋を存続会社として当連結会計年度中に合併し、社名を㈱アール・ティー・

コーポレーションと変更しました。さらに、㈱エアロプラザ・タカシマヤ及びタカシマヤ・マディソンアベニュ

ー・ＣＯＲＰ．は、当連結会計年度中に清算結了しました。

　非連結子会社は総資産、売上高、利益額、剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

関 連 会 社      　　　　１１社（㈱京王百貨店、㈱パンジョ、㈱ｼ゙ ｪｲｱー ﾙ東海髙島屋他）

(２)持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由

非連結子会社　　　　３４社

関 連 会 社      　　　　１１社

　持分法非適用会社は利益額及び剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち㈱髙島屋工作所及び髙島屋日発工業㈱は、3 月決算のため仮決算を行い連結しております。

また、子会社の決算期が連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、連結決算日までの間に生

じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　商 品     　主として売価還元法及び個別法並びに先入先出法による原価基準

　　　製 品        　　主として先入先出法による原価基準

　　　貯 蔵 品     　先入先出法による原価基準

(２)減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産　　 主として税法基準による定額法

無形固定資産 　　税法基準による定額法

ただし、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピューターソフトウエア開発費につ

いては、５年間で均等償却しております。
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(３)引当金の計上基準

(ｱ)貸倒引当金

　主として個別評価により計算し、個別評価したもの以外は経験率又は税法基準（実績繰入率）により計算

して引当計上しております。

(ｲ)退職給与引当金

　従業員については、主として期末要支給額の４０％を引当計上しております。

　役員については、主として内規に基づく期末要支給額を引当計上しております。

　なお、従業員の退職金の支給に備え、その一部について当社グループとして退職年金制度を採用しており

ます。

　(４)リース取引の会計処理

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　(５)外貨建社債の長期為替予約に伴う会計処理

　当該為替予約による円価額を付しており、これによる為替予約差額は当該予約を行った日の属する期から

決済日の属する期までの日数により配分しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、５年間及び２０年間で均等償却しております。なお、連結調整勘定で少額なものは、

発生年度に一括償却しております。

７．利益処分項目の取扱いに関する事項

　利益処分項目は連結会計年度中において確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資。

９．その他

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更

１．前連結会計年度において持分法適用会社の債務超過額に対する当社の負の持分相当額については「持分法投

資損失引当金」としておりましたが、「持分法会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第９号）」により

当連結会計年度において表示を「持分法適用に伴う負債」に変更しております。

２．前連結会計年度において資産の部の末尾に表示しておりました「為替換算調整勘定」は「連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（大蔵省令第９号平成１２年３月１３日）の附則

２のただし書きにより、当連結会計年度においては資本の部に表示しております。
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貸借対照表注記        

当連結会計年度 前連結会計年度

１．有形固定資産減価償却累計額 ２０５,３９７百万円 １８９,０５１百万円

２．自己株式の数

所有株式の数 　

自己株式 ８０４,０１２株 １５,００３,２９０株

子会社の所有する親会社株式 ５６２,７５１株 ―　株

　　合　　　　　計 １,３６６,７６３株 １５,００３,２９０株

３．担保資産及び担保債務

担保資産

短 期 貸 付 金        ７１百万円 ―　百万円

土 地        ２０，８８０百万円 ―　百万円

建 物        １２，６９４百万円 ―　百万円

投資有価証券        ５３２百万円 ―　百万円

長 期 貸 付 金        ５２，０５６百万円 ―　百万円

長 期 保 証 金        ６４，８００百万円 ―　百万円

そ の 他        　１０６百万円 ―　百万円

合　　　　　計 １５１，１４１百万円 ―　百万円

担保債務

短 期 借 入 金        ２，６４０百万円 ―　百万円

一年内長期借入金 ３，４２１百万円 ―　百万円

一年内償還社債        ６００百万円 ―　百万円

社 債        ２，２００百万円 ―　百万円

長 期 借 入 金        ７７，７０６百万円 ―　百万円

合　　　　　計 ８６，５６９百万円 ―　百万円

４．偶発債務

①銀行借入金等に対する連帯保証

髙栄商事株式会社 ―　百万円 １１，６２９百万円

そ の 他 ８ 件       １，２７２百万円 １，２４２百万円

②従業員の住宅ローンに対する連帯保証 ４，５１４百万円 ５，１６５百万円

③社債の債務履行引受契約に係る

　　　　　　　　　　　　　　 原債務及び利息 　―　百万円 １，８４６百万円

合　　　　　　計 ５，７８７百万円 １９，８８４百万円
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５．当社及び連結子会社２社において「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34

号）及び平成11年3月31日の同法律の改正に基づき、事業用土地の再評価を行っております。

なお、再評価差額については当該差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上しこれを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法及び同条第 4 号に定める路線価に合理的な調整を

行って算出する方法によっております。

再評価を行った年月日

当社及び連結子会社１社　　　　平成１３年　２月２８日

連結子会社１社　　　　　　　　平成１２年１２月３１日

再評価前の帳簿価額　　　　　　　　　１４０，２３９百万円

再評価後の帳簿価額　　　　　　　　　１４８，８２８百万円

損益計算書注記        

当連結会計年度 前連結会計年度

１．特別利益の内訳

土 地 売 却 益           ９２２百万円 ７，４８８百万円

投資有価証券売却益            １，３５８百万円 ４，６４５百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 額            ２６百万円 ２，４９６百万円

そ の 他            ４９２百万円 ３９０百万円

２．特別損失の内訳

固 定 資 産 除 却 損           １，００６百万円 １，３５８百万円

投資有価証券売却損           １３百万円 ４６０百万円

投資有価証券評価損            ７１４百万円 １，０６９百万円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額            ９２５百万円 ―　百万円

社 債 償 還 損            ―　百万円 １２，４６５百万円

適格退職年金過去勤務費用 １，３２０百万円 ―　百万円

店舗退店等に伴う原状回復費用           ４２７百万円 ―　百万円

ゴルフ会員権売却損            ４４１百万円 ―　百万円

そ の 他            ９３２百万円 １，１６６百万円

連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛー 計算書上の現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金　　　　　　　　　　　　　　　　　４４，８２５百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　　　　　△　　２，９５０百万円

現金及び現金同等物の期末残高　　　　　　　　　４１，８７５百万円
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リース取引に関係する注記

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借　主　側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額　　 （単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(13.2.28)

前連結会計年度

(12.2.29)
増　減　高

機械装置及び運搬具

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

３９６

３２７

１,５９９

１,１０７

△    １,２０３

△      ７８０

　　期 末 残 高 相 当 額          ６９ ４９２ △　　　４２３

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,２８６

９１８

１７,３０４

９,４９２

△　１６,０１７

△    ８,５７３

　　期 末 残 高 相 当 額          ３６８ ７,８１１ △    ７,４４３

合 計          

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,６８３

１,２４５

１８,９０３

１０,５９９

△  １７,２２０

△    ９,３５３

　　期 末 残 高 相 当 額          ４３７ ８,３０４ △    ７,８６６

　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

　　　　　ため、支払利子込み法により算定しています。

　　②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(13.2.28)

前連結会計年度

(12.2.29)
増　減　高

１ 年 内            １９６ ２,８９６ △    ２,６９９

１ 年 超            ２４１ ５,４０８ △    ５,１６７

合 計            ４３７ ８,３０４ △    ７,８６７

　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

　　　　　占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(13.2.28)

前連結会計年度

(12.2.29)
増　減　高

支 払 リ ー ス 料            ２４０ ３,３２８ △    ３,０８８

減 価 償 却 費 相 当 額            ２４０ ３,３２８ △    ３,０８８

　　

④減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
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（貸　主　側）

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(13.2.28)

前連結会計年度

(12.2.29)
増　減　高

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

１,６７５

８１４

　　期 末 残 高         ８６０

合 計          

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

１,６７５

８１４

　　期 末 残 高         ８６０

　　②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(13.2.28)

前連結会計年度

(12.2.29)
増　減　高

１ 年 内            ２８１

１ 年 超            ５７８

合 計            ８６０

　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額

　　　　　が営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定しています。

　　③受取リース料及び減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(13.2.28)

前連結会計年度

(12.2.29)
増　減　高

受 取 リ ー ス 料           ２３６

減 価 償 却 費           ２３６

　　

２． オペレーティングリース取引

（借　主　側）

・ 未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(13.2.28)

前連結会計年度

(12.2.29)
増　減　高

１ 年 内            １５,３３１ １５,２１４ １１７

１ 年 超            ２０７,３６５ ２２０,５６０ △  １３,１９５

合 計            ２２２,６９７ ２３５,７７５ △  １３,０７８



－ 20 －

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生の原因別内訳

（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

　科　　目

当連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

前連結会計年度

（11.3.1～12.2.29）

(1)繰延税金資産

・未実現利益

・未払事業税等

・貸倒引当金損金算入限度超過額

・賞与引当金損金算入限度超過額

・税務上の繰越欠損金

・たな卸資産有税評価減

・厚生年金基金特別掛金

・その他

４６５

４４５

３７８

３３４

２４５

２１８

１７１

４７８

１，０３６

６３７

３４９

２７８

―

―

１，０３１

６５９

　　　　繰延税金資産　小計

・評価性引当額

２，７３８

△             ２４

３，９９１

△　　　　　　２６

　　　　繰延税金資産　合計

・繰延税金負債との相殺

２，７１３

△　   　　　３３４

３，９６４

―

　　　　繰延税金資産の純額 ２，３７９ ３，９６４

(2)繰延税金負債

・貸倒引当金調整等

・その他

３３４

１８

２８０

―

　　　　繰延税金負債　合計

・繰延税金資産との相殺

３５３

△           ３３４

２８０

―

流　動　の　部

　　　　繰延税金負債の純額 １８ ２８０

(1)繰延税金資産

・未実現利益

・退職給与引当金損金算入限度超過額

・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱｰ開発費償却超過額

・税務上の繰越欠損金

・適格退職年金過去勤務費用

・貸倒引当金損金算入限度超過額

・その他

３，２３１

２，７００

１，８６３

１，０４８

５４１

５１６

１，８９１

３，５９２

１，７３３

１，８６９

１，８８９

―

１，３２６

１，２３０

　　　　繰延税金資産　小計

・評価性引当額

１１，７９３

△　　 　１，０６６

１１，６４２

△    　 １，８６８

　　　　繰越税金資産　合計

・繰延税金負債との相殺

１０，７２６

△　　 　７，１７４

９，７７４

△    　 ７，８６６

　　　　繰延税金資産の純額 ３，５５１ １，９０８

(2)繰延税金負債

・固定資産圧縮積立金

・ 貸倒引当金調整等

・ その他

１０，９７２

１，５１３

─

１０，８７１

―

３４７

　　　　繰延税金負債　合計

・繰延税金資産との相殺

１２，４８６

　△　　 　７，１７４

１１，２１９

△     　７，８６６

固　定　の　部

　　　　繰延税金負債の純額 ５，３１１ ３，３５３
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１．事業の種類別セグメント情報

　　　１２年２月期（自平成11年3月1日～平成12年2月29日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他営業収入を含む)

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高

985,745

2,429

46,220

864

15,855

6,387

6,540

4,265

139,578

63,601

1,193,939

77,548

－

(77,548)

1,193,939

－

計 988,174 47,085 22,243 10,805 203,179 1,271,488 (77,548) 1,193,939

　営 業 費 用      978,664 48,376 19,030 10,756 201,408 1,258,236 (77,880) 1,180,356

　営 業 利 益      9,510 △　1,291 3,212 49 1,770 13,251 332 13,583

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出

　資　　　　産 485,771 29,697 180,631 89,408 59,569 845,077 28,607 873,684

　減価償却費      7,809 97 3,140 18 2,649 13,715 204 13,920

　資本的支出      35,554 422 8,697 56 2,467 47,198 296 47,494

　　　

　　　１３年２月期（自平成12年3月1日～平成13年2月28日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他営業収入を含む)

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高

975,655

2,258

45,557

1,033

13,087

21,869

7,887

7,468

90,819

－

59,203

67,567

1,192,211

100,196

－

(100,196)

1,192,211

－

計 977,913 46,590 34,957 15,356 90,819 126,771 1,292,407 (100,196) 1,192,211

　営 業 費 用      969,792 46,191 29,505 13,152 87,879 125,323 1,271,845 ( 99,534) 1,172,310

　営 業 利 益      8,121 398 5,451 2,203 2,940 1,447 20,562 (    662) 19,900

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出

　資　　　　産 488,188 28,020 178,848 89,313 33,167 28,983 846,521 35,606 882,128

　減価償却費      8,019 111 2,833 1,771 2,673 223 15,632 132 15,765

　資本的支出      6,753 959 2,149 3,257 4,026 295 17,442 1,242 18,684

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リ

ース業及び自動車内装品製造業に区分しました。

２．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 128,797 百万円であ

り、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金、有価証券及び短期貸付金）、長期投資資金（投資

有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。
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３．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 122,036 百万円であ

り、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金、有価証券及び短期貸付金）、長期投資資金（投資

有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

４．前連結会計年度で「その他事業」に含めて表示していました「自動車内装品製造業」につきましては、当

該セグメントの営業利益の金額が営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計金額の10％以上であ

るため区分掲記しました。なお、前連結会計年度「その他事業」に含まれる「自動車内装品製造業」の売

上高は 80,993百万円（セグメント間の売上高又は振替高はありません）、営業利益は 1,376 百万円及び

資産の額は 30,636 百万円であります。

２．所在地別セグメント情報

　　  １２年２月期（自平成11年3月1日～平成12年2月29日）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

日　本 その他 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

　売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高

　（その他の営業収入を含む）

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高

1,172,934

70

21,005

1,340

1,193,939

1,410

－

(　　1,410)

1,193,939

－

計 1,173,005 22,345 1,195,350 (　　1,410) 1,193,939

　営 業 費 用        1,160,064 21,737 1,181,802 (　　1,446) 1,180,356

　営 業 利 益        12,940 607 13,548 35 13,583

Ⅱ資 産        690,563 54,492 745,055 128,629 873,684

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 128,797 百万円であ

り、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金、有価証券及び短期貸付金）、長期投資資金（投資

有価証券）及び管理部門の係る資産等であります。

１３年２月期（自平成12年3月1日～平成13年2月28日）

　　所在地別セグメント情報は、日本での売上高及び資産の金額が、全セグメントの売上高の合計額及び資産

の金額の合計額のそれぞれ90％超であるため、記載を省略しております。

３．海　外　売　上　高

　　　前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載

を省略しております。
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況

（１）生　産　実　績

（単位　百万円）

事業の種類別セグメントの名称 金　　　　　　　　額

　　　　　　建 装 事 業             

　　　　　　自 動 車 内 装 品 製 造 業             

　　　　　　そ の 他 事 業             

１４,９４９

９０,７２７

１,４３３

合　　　　　　　　　計 １０７，１１０

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記以外の事業については該当事項はありません。

４．なお、当連結会計年度は新様式の適用初年度であるため、前年同期との対比は行っておりません。

（２）受　注　状　況

（単位　百万円）

事業の種類別セグメントの名称 受　　注　　高 受　注　残　高

　　建 装 事 業             １５,４６５ ６,０８９

合　　　　　　　　　計 １５,４６５ ６,０８９

（注）１．自動車内装品製造業及びその他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は

　　　　　含めておりません。

２．なお、当連結会計年度は新様式の適用初年度であるため、前年同期との対比は行っておりません。

（３）販　売　実　績

（単位　百万円）

事業の種類別セグメントの名称 金　　　　　　　　額

百 貨 店 業             

建 装 事 業             

不 動 産 業             

金 融 ・ リ ー ス 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

９７５,６５５

４５,５５７

１３,０８７

７,８８７

９０,８１９

５９,２０３

合　　　　　　　　　計 １,１９２,２１１

（注）当連結会計年度は新様式の適用初年度であるため、前年同期との対比は行っておりません。
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有　価　証　券　の　時　価　等

（単位　百万円）

当　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）
種　　　　類

連結貸借対照表計上額 時　　　　　価 評　価　損　益

２,０９７

１１,８７１

５０

３,０４１

１１,５５６

４７

９４４

△         ３１４

△             ３

流動資産に属するもの

株　　　　　　　　　式

債　　　　　　　　　券

そ　　　　の　　　　他

小　　　　　　　　　計 １４,０１９ １４,６４５ ６２６

３７,６４８

１４,５５０

９０７

６２,６７１

１４,５７１

９０７

２５,０２３

２０

０

固定資産に属するもの

株　　　　　　　　　式

債　　　　　　　　　券

そ　　　　の　　　　他

小　　　　　　　　　計 ５３,１０６ ７８,１５０ ２５,０４３

合　　　　　　　　　計 ６７,１２６ ９２,７９５ ２５,６６９

（注）１．時価の算定方法

　（１）上場有価証券

　主に東京証券取引所の最終価格

　（２）店頭売買有価証券

　日本証券業協会が公表する売買価格等

　（３）非上場の証券投資信託の受益証券

基準価格

（４）非上場債券

　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価

格。なお、残存償還期間の算定にあたって、償還の日については、債券の種類等の別にそれぞれ最も多

く用いられている日としております。

　　　２．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　流動資産に属するもの

　　・貸付信託受益証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２７百万円

　　・マネー・マネージメント・ファンド　　　　　　　　　　　　　１７４百万円

　　固定資産に属するもの

　　・非上場株式（店頭売買株式を除く）　　　　　　　　　　　２７,８０６百万円

　　　　　・非上場外国債券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１,０９５百万円

　　　　　・貸付信託受益証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５百万円
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１．取引の状況に関する事項

（１）取引の内容・取組方針・利用目的

　　　　当社及び連結子会社は、為替予約取引・通貨スワップ取引・金利スワップ取引を利用しています。

　　　　為替予約取引・通貨スワップ取引は外貨建債権・債務の為替変動リスクの回避、金利スワップ取引は

　　　有利子負債の金利変動リスクの回避を目的として利用することとしております。

　　　　なお、収益獲得を目的とした投機的な取引は行わない方針をとっています。

（２）取引に係るリスクの内容

　　　当社及び連結子会社が利用しているデリバティブ取引は、為替相場の変動及び市場金利の変動によるリスク

　　を有していますが、上記のデリバティブ取引は信用度の高い金融機関に契約先を限定しているため、相手方の

　　契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識しています。

（３）取引に係るリスク管理体制

　　　重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い各社の取締役会決議または稟議

　　決裁を行い、財務部で取引を実行するとともに管理しています。

　　　また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引については、

　　各社の所管部門で取引を実行するとともに、財務部で取引残高を把握し管理しています。

２．取引の時価等に関する事項

（１）通　貨　関　連

（単位　百万円）

当　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

torihiki

為　替　予　約　取　引

　買　　　　　　　　建

　　米　　　ド　　　ル

　　ス イ ス フ ラ ン         

　　フランスフラン         

　　イ タ リ ア リ ラ         

　　オーストラリアドル

　　香 港 ド ル         

　　スターリングポンド

　ス ワ ッ プ 取 引          

　　受取円・支払米ドル

　　受取円・支払カナダドル

　　受取米ドル・支払円

８５

３

１１４

２８

４

２７

４

８,８８０

１,０９５

３,１４０

３,４４４

１,０９５

１,１４８

８９

３

１１５

２８

５

２９

４

１３６

△　   　　　１

５０３

３

△  　　　０

１

△  　　　０

０

１

０

１３６

△        １
５０３

合　　　　　　　　　計 １３,３８５ ５,６８７ ９１５ ６４５

（注）１．為替予約取引は先物為替相場を使用しております。また、通貨スワップ取引については当該デリバティブ取引に係る契約を約定

　　　　　した金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　　　２．外貨建債権・債務に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建債権・債務で、連結貸借

　　　　　対照表において当該円貨額で表示されているものについては開示の対象から除いております。

　　　３．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引に係る市場リスクや

　　　　　信用リスクを表わすものではありません。
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（２）金　利　関　連

（単位　百万円）

当　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

金 利 ス ワ ッ プ 取 引           

　
　受取変動・支払固定（円）

　受取固定・支払変動（円）

　受取変動・支払固定（ドル）

２,３９２

３,１８７

８０３

８９８

３,１８７

８０３

△　　　７６

１５１

△      ４２

△　　　７６

１５１

△　　　４２

合　　　　　　　　　計 ６,３８３ ４,８８９ ３２ ３２

（注）１．時価は当該金利スワップ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　　　２．上記の金利スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引に係る市場リスクや

　　　　　信用リスクを表わすものではありません。
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関　連　当　事　者　と　の　取　引

１．役員及び個人主要株主等

関 係 内 容

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

事業の内容又

は職業

議決権等

の所有（被

所有）割合

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引内容 取引金額 科　目 期末残高

役員及

びその

近親者

川勝泰司 ―

百万円

― 当社取締役

南海電気鉄道㈱

代表取締役会長

直接

　　０％

兼任

　１人

　

―

（注1.2）

百万円

７３

―

売掛金

長期保証金

百万円

１

（９７０）

９,５０５
役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等（当

該会社等

の子会社

を含む）

㈱ﾗ･ﾌｪｽﾀ

（注４）

東京都

新宿区

百万円

１０ 衣料品の製造

加工及び販売

直接

　　―％ ― ―

当社販売

商品の仕

入

（注３）

百万円

６０２ 買掛金

百万円

６５

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）南海電気鉄道㈱との間の取引は、いわゆる第三者のための取引であり、商品の販売及び保証金の差入につい

ては、価格その他の取引条件は当社と関連しない他の当事者と同様の条件によっております。

（注２）「長期保証金」の期末残高（　）内の金額は、１年内に償還予定の額を示すもので、貸借対照表では流動資

産「その他」に計上しております。

（注３）販売商品の仕入については、市場の実勢価格を参考にして、その都度価格交渉のうえ決定しております。

（注４）㈱ラ・フェスタは、当社取締役飯田一喜の近親者が議決権の100％を直接保有している会社であります。

（注５）取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２．子　会　社　等

関 係 内 容

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

事業の内容又

は職業

議決権等

の所有（被

所有）割合

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社

㈱ｴｱﾛ

　ﾌﾟﾗｻﾞ･

　ﾀｶｼﾏﾔ

大阪市

中央区

百万円

３００ 不動産管理業 直接

　１００％

出向

　９人 ―

債権放棄

百万円

２,６１７

（特別損失）

―

百万円

―

取引条件及び取引条件の決定方針等

平成12年11月 29日の臨時株主総会において解散決議を行いました。直ちに清算に入り、平成13年2月26日の臨時

株主総会において清算事務の完了報告をし、平成13年2月 26日付けで清算結了の登記を行いました。

なお、取引金額は、同社に対する債権額2,617百万円を放棄したものであります。

ご参考

　公　開　方　法　　　東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

　　　　　　　　　　　東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）


